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「科学技術の発展と新たな平和問題」

－科学技術の発展と新たな平和問題特別委員会対外報告概要－

１  本報告の背景と目的

20世紀は、第１次、第２次の世界大戦などによって象徴されるように、まさに「戦争の世
紀」であった。私たちは、20世紀末の今日、いぜんとして「戦争」という直接的暴力に対する
伝統的な平和問題が重要であることを認識しながらも、そのような「戦争」という形をとらな

い新たな平和問題が一段と構造的に重要となりつつあるという認識にたっている。飢餓・貧困、

社会的差別、非衛生・健康破壊、地球環境破壊、人間破壊などのように、直接的暴力（戦争）

以外の諸力によって引き起こされる新たな平和問題がグローバルな課題になりつつある。

このような新たな平和問題の多くは、科学技術（自然科学）の発展と無関係ではない。もと

より、新たな平和問題はひとり科学技術（自然科学）のみからもたらされるものではない。し

かし、ここではさしあたり、主として科学技術（自然科学）の発展との関連において新たな平

和問題を検討する。

２  本報告書の構成

「１  本委員会の目的」で、新たな平和問題をもっぱら科学技術（自然科学）の発展との関
連において検討しようという本委員会の使命を確認する。ついで、「２  伝統的な平和問題と
新たな平和問題」で、伝統的な平和問題の意義、新たな平和問題の意義、および両者の関係を

検討する。「３  科学技術の発展と新たな平和問題の具体例」で、市民生活において比較的に
普遍性のある諸問題を紹介する。とりあげられた事例は、①地球温暖化・エネルギー問題、②

核問題、③食糧問題、④水環境・湖沼流域問題、⑤ゴミ廃棄物問題、⑥遺伝子問題、⑦内分泌

撹乱物質（環境ホルモン）問題、⑧コンピュータの発達に伴う情報化社会の問題、である。「４

新たな平和問題に関する科学と科学者の社会的責任」で、新たな平和問題について科学と科学

者の社会的責任を果たすために、私たちはどうあるべきかを検討する。「５  具体例の展開」
で、上記「３  科学技術の発展と新たな平和問題の具体例」で紹介された諸問題を若干の提言
などを含めて各論的に詳論する。

３  科学と科学者の社会的責任

新たな平和問題を引き起こすことの理由の一つとして科学技術（自然科学）それ自体がどち

らかといえば、いわば「独走」してきたとみざるを得ない側面は否定しえない。本報告書で例

証的に指摘したところからも明らかのように、科学技術（自然科学）の発展がかえって、地球

規模において人間の尊厳、私たちの生命の安全などを害しつつある。この事実をふまえて、こ

れからの科学研究においては実社会で生起している深刻な諸問題を直視し、自然科学と人文・

社会科学との協同を促進することが不可欠となろう。研究対象を諸科学の統合的（integrate）
視点からとらえるいわゆる統合科学の方法の重要性が指摘されなければならない。これからは、
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科学と科学者は究極的には統合科学研究を志向することに恒常的に努力しなければ、その社会

的責任を果たすことができない。

新たな平和問題について、科学と科学者の社会的責任を果たすためには、私たちは以下のこ

とがらに留意すべきである。

（１）  科学者自身の側において自己の研究が新たな平和問題をもたらす危険性のあることを
絶えず自覚し、反省して研究することが大切である。進んで、科学技術（自然科学）の発展そ

れ自体が新たな平和問題の解決に積極的に貢献するものになるようにしなければならない。そ

うしてこそ、私たちは、科学と科学者の社会的責任を果たすことができる。

（２）  これからは、自然科学と人文・社会科学との協同による研究が行われなければ、科学
と科学者はその責任を果たすことができない。たとえば、食糧問題については、今後も砂漠化

等の耕地の荒廃、環境汚染などをもたらさない、新たな農業技術の開発のための努力をしなけ

ればならない。同時に、食糧問題が世界戦略の手段となることを抑制することが大切であり、

そのための国際機構の確立、地球レベルでの国際協定などの整備が検討されなければならない。

社会的責任は、ひとり自然科学のみならず、人文・社会科学も共有しなければならない。

（３）  新たな平和問題が起こりつつある現実にかんがみて、人々 の多くが科学技術（自然科
学）がもたらす利便よりも「土に還る。自然に生きる」という価値観、人生観を重視するよう

になれば、人々 は「物質文明」依存をさして望まなくなるようになることもありうる。「物質

文明」依存よりも、よい意味で「精神文明」を重視するという人々 の意識改革を行うことも人

文・社会科学の課題とされなければならない。

（４）  新たな平和問題の解決のために、人々 による社会運動としての新たな平和運動の意

義は大きい。この種の社会運動に科学的根拠を提示し、運動を科学者が支援することも、これ

からの科学と科学者の社会的責任である。また、この種の運動の意義、新たなる平和問題に関

する科学情報等を社会に伝えるジャーナリズムの使命の重要性も指摘されなければならない。

（５）  教育のあり方も問われねばならない。研究者一人ひとりが、自然科学と人文・社会

科学の双方への理解をもつことが望まれる。自然科学の専攻者自身が、同時に人間や社会につ

いてあたたかい理解と配慮をもつことが大切である。一方、人文・社会科学の専攻者が幅広く

自然界、自然科学についての教養を身につけることが大切である。正しい意味でのプラクティ

カルなリベラルアーツに配慮した大学等における教育のあり方が構築されるべきである。


